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１．はじめに 

2017 年に制定された次亜塩素酸水生成装置の

JIS 規格（JIS B 8701:20171) ＝制定規格） が、2023

年に水道電解水生成装置を追加して改正（JIS B 

8701:20232） ＝改正規格）された。水道電解水生成

装置は水道水の電気分解によって水道電解水を生

成する。その基本性能/物性（pH 5.8～8.6、有効塩

素濃度 0.3～5.0 mg/L）は水道水と同等性をもち、

塩酸又は塩化ナトリウムを添加した水を電気分解

して生成する水溶液（次亜塩素酸水と電解次亜水：

pH 2.2～8.6、有効塩素濃度 10～100 mg/kg）とは

区別されている。また、次亜塩素酸水生成装置は独

立単体型（今回の改正において規格変更なし）であ

るのに対し、水道電解水生成装置は装置組込型であ

る点でも異なっている。改正 JIS 規格（JIS B 

8701:2023）はこれら 2 つの生成装置を包含してい

る。なお、生成物の殺菌性能に関しては、制定規格

では生成装置の性能、電極の性能、生成装置の安全

性と並列の項目（次亜塩素酸水の基本性能・殺菌性

能および安全性）として記載されていたが、改正規

格では生成装置の性能の中に包含された。これは

JIS B 8701 があくまで生成装置の規格であり、生成

物の規格ではないことを明確化するためである。 

本稿では、改正の経緯および改正の要点である水

道電解水生成装置とその生成物について活用の現

状と展望とともに概説する。 

 

２．改正の経緯 

JIS B 8701 は、新市場創造型標準化制度の枠組

みの中で日本規格協会（JSA）の指導のもと、食品

衛生法に基づく規定をベースに原案作成作業が進

められ 2017 年に制定された 3)。食品添加物殺菌料

に指定された“次亜塩素酸水”（酸性電解水）を生成

する装置および次亜塩素酸ナトリウム希釈液と同

等性があると判断された電解次亜水を生成する装

置が対象である。これらは、塩酸又は塩化ナトリウ

ム（塩化物イオン：Cl－）を添加した原水（水道水な

ど）を電気分解し、その生成物である次亜塩素酸水

と電解次亜水が共通して次亜塩素酸を含有する範

囲として pH 2.2～8.6、有効塩素濃度 10～100 

mg/kg の範囲内の電解生成物（広義の次亜塩素酸水）

を生成する定格電圧 250V 以下の単体型装置が適用

範囲となった。なお、医療機器認可された装置（医

用電気機器：JIS T 0601-1）や特定農薬（特定防除

資材）生成装置は要求事項が異なるので本 JIS 規格

に含まれない。 

こうした中、TOTO 株式会社では、水道水には塩

化物イオンが元々含まれることに着眼し、水道水を

そのまま電気分解することによって水道水質を維持

しながら有効塩素濃度を上昇させる装置を開発 4,5）

し、市場投入したところ、市場は順調に成長してき

た。そこで、この装置の生成物を“水道電解水”と定

義するとともに、制定以来 5 年経過した時点での

JIS B 8701 の見直しに際して水道電解水生成装置

の規格の追加を提案し、改正規格（JIS B 8701:2023）

の原案作成に取り組むこととなった。 

改正原案作成作業は、2022 年度 JSA 公募制度を

利用し、原案作成委員会を設置した上で、主に JIS
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表 1．改正 JIS 原案作成分科会メンバー 
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岩澤篤郎 東京医療保健大学大学院

大福裕子 （一社）日本規格協会

恒川良太郎 インサイトMC/RC

土崎尚史 日本微生物クリニック（株）

石渡幸則 （一社）日本電解水協会

梅本 歩 TOTO（株）

須藤良庸 ニプロ（株）

二階堂勝 森永乳業（株）

両角 久 （株）コスモテクノ

（関係者） 柴田 章 （一社）日本規格協会
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